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平成２８年 ６月

　

６日

都道府県医師会

　

介護保険担当理事 殿

日本医師会

　

常任理事

鈴

　

木

　

邦

　

彦

「特定入所者介護 （予防） サービス費における非課税年金勘案等に

ついての周知 について （協力依頼）」 の送付について

　

時下益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。

　

さ て、 介 護 保 険制 度 に お い て は、 平成２８年 ８月 １日から、 介護保険施行

規則一部改正により、 特定入所者介護 （予防） サービス費の支給要件が見

直されます。

　

具体 的 に は、 下記 の ２点が改正されます。

１，非課税年金勘案

特定入所者介護 （予防） サービス費の利用者負担段階第２段階の判定の

際に、 課税年金収入等に加えて非課税年金 （遺族年金・障害年金） 収入

も勘案されることになります。
なお、 この見直しにより、 一定額以上の非課税年金収入がある場合には

第 ３段階の負担限度額適用となる場合があります。 ただし、 特定入所者

介護 （予防） サービス費を受けられなくなることはないとのことです。
また、 これに伴い、 被保険者から補足給付の申請を受け付ける際に提出

する介護保険負担限度額認定申請書に、 非課税年金の種別を記入いただ

く と のこ と です。

２．課税層に対する特例減額措置の見直し

特定入所者介護サービス費の課税層に対する特例減額措置の判定基準の

一つである、公的年金等の収入金額と年金所得以外の合計所得金額から、
長期譲渡所得及び短期譲渡所得の特別控除額を控除することとなり、 こ

の結果、 土地収用等により一時的に所得が上昇した方についても、 特例

減額措置が適用され、 特定入所者介護サー ビス費を受給することができ

るようになります。



今般、 厚生労働省所管課より、 当該見直しの内容について取りまとめた
文書にて、 本会宛てに制度への理解および周知の依頼がありました。
貴会におかれましてもご了知いただきますとともに、 傘下の郡市区医師
会及び会員宛てにご周知を賜ります様お願い申し上げます。

記
（添付資料）
・「特定入所者介護 （予防） サー ビス費における非課税年金勘案等につい
ての周知について （協力依頼）」

　

（平成２８年５月２６日

　

老介発０５２６第７号 厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）

参考資料
・ 「介護保険法施行規則の一部を改正する省令等の交付について」
（平成２８年５月２６日

　

老発０５２６第１号 厚生労働省老健局長通知）

・「介護保険法施行規則の一部を改正する省令等の施行に伴う留意事項について」
（平成２８年５月２６日

　

老介発０５２６第１号 厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）

以上
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◎ 葦簾明善蛋
公益社団法人

　

日本医師会

会長

　

横倉 義武

　

様

厚生労働省老健局介護保
；画副些

特定入所者介護 （予防） サービス費における非課税年金勘案等についての周知

について （協力依頼）

　

介護保険制度の円滑な運営につきましては、 平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。

　

平成２８年８月１日から、介護保険法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号）

等の一部改正により、 特定入所者介護 （予防） サービス費の支給要件の見直し

が施行されます。

　

つきましては、 見直しの内容を下記のとおりまとめましたので御理解いただ

くとともに、貴会会員施設又は貴会会員への周知について、 特段の御配慮及び

御協力をいただきますようお願い申し上げます。

記

１． 非課税年金勘案

　

平成 ２８ 年８月１日から、 特定入所者介護 （予防） サービス費の利用者負担

段階第２段階の判定の際に、課税年金収入等に加えて、非課税年金（遺族年金・

障害年金） 収入を勘案することとなります。 当該見直しにより、従来第２段階

の負担限度額が適用されていた者について、一定額以上の非課税年金収入があ

る場合には第３段階の負担限度額が適用されることがあります。 ただし、特定

入所者介護 （予防） サービス費を受けられなくなることはありません。

　

また、 これに伴い、 被保険者から補足給付の申請を受け付ける際に提出する

介護保険負担限度額認定申請書に、非課税年金の種別を記入いただくこととな
り ま す。

　　　　　　　　　　　

，

２． 課税層に対する特例減額措置の見直し

　

特定入所者介護サービス費の課税層に対する特例減額措置の判定基準の１



つである、公的年金等の収入金額と年金所得以外の合計所得金額から、長期譲

渡所得及び短期譲渡所得の特別控除額を控除することとしました。 この結果、
土地収用等により一時的に所得が上昇した者についても、特例減額措置の適用

を受け、引き続き特定入所者介護サービス費を受給し得ることとなります。

※

　

課税層に対する特例減額措置とは、特定入所者介護サービス費の第４段階

に該当する者のうち、以下の要件を全て満たした者が特例的に第３段階の負

担軽減を受けられるものである。（以下は見・直し後の要件）

①

　

属する世帯の構成員の数が２以上（施設入所により世帯が分かれた場合

　

も、 なお同
ー世帯とみなす。 ②～⑥において同じ。）

②

　

介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、利用者負担第

　

４段階の食費・居住費を負担

　　　　　　　

・

③

　

全ての世帯員及び配偶者について、サービスを受けた日の属する年の前

　

年の公的年金等の収入金額と年金以外の合計所得金額（長期譲渡所得又は

　

短期譲渡所得の特別控除の適用がある場合には、控除すべき金額を控除し

　

て得た額）の合計額から、，利用者負担、食費及び居住費の年額見込みの合

　

計額を控除した額が８０万円以下

④

　

全ての世帯員及び配偶者について、現金、預貯金、合同運用信託、公募

　

公社債等運用投資信託及び有価証券の合計額が４５０万円以下

⑤

　

全ての世帯員及び配偶者について、居住の用に供する家屋その他日常生

　

活のために必要な資産以外に利用し得る資産を所有していない

⑥

　

全ての世帯員及び配偶者について、介護保険料を滞納していない



参朝
老発０ ５ ２６第１号

平成２８年５月２６日

都道府県知事

　

殿

厚生労働省老健局長
（

　

公

　

印

　

省

　

略

　

）

介護保険法施行規則の一部を改正する省令等の公布について

　

「介護保険法施行規則及び健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第
一項の規定によりなおその効力を有するものとされた介護保険法施行規則の一部を改正

する省令 （平成２８年厚生労働省令第１０２号）」 が本日公布され、 平成２８年８月１日から
施行することとされた。

　

これらの改正の趣旨及び内容は、 下記のとおりであるので、 十分御了知の上、 管内市

町村 （特別区を含む。） を始め、 関係者、 関係団体等に対し、 その周知徹底を図るととも
に、 その運用に遺漏なきを期されたい。

記

第１

　

改正の趣旨

　　

介護保険制度において、特定入所者介護（予防）サービス費の利用者負担段階の判

　

定等に用いられている「合計所得金額」については、税法上の土地を譲渡した場合に

　

生じる売却収入等に対する特別控除が適用されていないところである。土地の売却等

　

には災害や土地収用等を含む本人の責めに帰さない理由による場合もあることから、

　

土地の売却収入等を所得として取り扱わないこととするため、特定入所者介護（予防）

　

サービス費の利用者負担段階の判定に用いる所得指標に税法上の土地を譲渡した場

　

合に生じる売却収入等に対する特別控除を適用するよう、見直すこととする。ただし、

　

判定に際してはシステム改修のために一定の期間が要するため、システム以外の方法

　

で判定を行う実態がある特定入所者介護サービス費の課税層に対する特例減額措置

　

の判定に係る所得指標のみ、平成２８年８月１日から施行することとする。（その他の

　

利用者負担段階の判定に係る所得指標は、 平成２９年度末を目途に改正予定）。

　　

加えて、 平成２８年８月１日から、 特定入所者介護 （予防） サービス費の利用者負



担段階第２段階の支給基準である収入の要件に、非課税年金（遺族年金・障害年金）

の収入も追加することとされている。これを踏まえ、特定入所者介護 （予防）サービ

ス費の負担限度額認定申請の際に、非課税年金の種別に関する申請も求めることとす

る。

第２

　

改正の内容

　

１

　

特定入所者介護サービス費の課税層に対する特例減額措置の見直し

　　　

特定入所者介護サービス費の課税層に対する特例減額措置（※）の基準の一部と

　　

して、公的年金等の収入金額と年金所得以外の合計所得金額の合計額が用いられて

　　

いる。今般、これらの額から、長期譲渡所得及び短期譲渡所得の特別控除額の適用

　　

がある場合には、 特別控除額を控除するよう見直すこととする。

　　　

なお、今回の見直しに伴い生ずる担当部局間での長期譲渡所得及び短期譲渡所得

　　

の特別控除額に関する情報の授受については、必要な場合には官公署や本人に情報

　　

の提供を求めることができることが法定されており （介護保険法第 ２０２条及び第

　　

２０３条）、 かつ、 対象となる税情報が介護保険法施行規則第８３条の５第４号イで特

　　

定されていることから、守秘義務上、支障がないことは総務省自治税務局から確認

　　

を得ている。

　　

※

　

課税層に対する特例減額措置とは、特定入所者介護サービス費の第４段階に該

　　　

当する者のうち、以下の要件を全て満たした者が特例的に第３段階の負担軽減を

　　　

受けられるものである。（以下は見直し後の要件）

　　　

①

　

属する世帯の構成員の数が２以上 （施設入所により世帯が分かれた場合も、

　　　　

なお同一世帯とみなす。 ②～⑥において同じ。）

　　　

②

　

介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、利用者負担第４段

　　　　

階の食費・居住費を負担

　　　

③

　

全ての世帯員及び配偶者について、サービスを受けた日の属する年の前年の

　　　　

公的年金等の収入金額と年金以外の合計所得金額（長期譲渡所得又は短期譲渡

　　　　

所得の特別控除の適用がある場合には、控除すべき金額を控除して得た額） の

　　　　

合計額から、利用者負担、食費及び居住費の年額見込みの合計額を控除した額

　　　　

が８０万円以下

　　　

④

　

全ての世帯員及び配偶者について、 現金、 預貯金、 合同運用信託、 公募公社

　　　　

債等運用投資信託及び有価証券の合計額が４５０万円以下

　　　

⑤

　

全ての世帯員及び配偶者について、居住の用に供する家屋その他日常生活の

　　　　

ために必要な資産以外に利用し得る資産を所有していない

　　　

⑥

　

全ての世帯員及び配偶者について、 介護保険料を滞納していない

２

　

特定入所者介護 （予防） サービス費の認定の申請事項の見直し

　　

食費並びに居住費及び滞在費の負担限度額の判定の際に、利用者負担段階を第２

　

段階とする支給基準である収入に、厚生労働大臣が定める年金（非課税年金）収入
２



を追加することとすることに伴い、厚生労働大臣が定める年金（非課税年金） の支

給を受けている者については、 その年金の種別を認定の申請事項に追加する。

３

　

施行期日

　　

平成２８年８月１日



官 報 ２第６７８２号

○
厚
生
労
働
省
令
第
百
二
号

介
護
保
険
法

（平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五
十
一
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
百
四
条
並
び
に
健
康
保
険
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（平
成
十
八
年
法
律
第
八
十
三
号
）
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お

そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
法
第
五
十
一
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
百
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
介

護
保
険
法
施
行
規
則
及
び
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な

お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　

平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
六
日

厚
生
労
働
大
臣

　

塩
崎

　

恭
久

　　

介
護
保
険
法
施
行
規
則
及
び
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定

　　

に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　

（介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

　

介
護
保
険
法
施
行
規
則

（平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
八
十
三
条
の
五
第
四
号
イ
中

「た
だ
し
、
当
該
額
の
計
算
上
所
得
税
法
第
三
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る

金
額
は
算
入
し
な
い
も
の
と
し
、」を

「）
（租
税
特
別
措
置
法

（昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
三
条
の

四
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
、
第

三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
又
は
第
三
十
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
合
計
所

得
金
額
か
ら
同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
一
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の

三
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
三
十
一
条
第
一
項
に
規
定

す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
べ
き
金
額
及
び
同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
一
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、

第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
三
十
二
条

第
一
項
に
規
定
す
る
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
べ
き
金
額
の
合
計
額

（同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
二
項
又

は
第
三
十
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
）
を
控
除
し
て
得
た
額

と
す
る
。）か
ら
所
得
税
法
第
三
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
を
控
除
し
て
得
た
額

　

ｃ

　

に
改
め
る
。

第
八
十
三
条
の
六
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

六

　

特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
日
の
属
す
る
年
の
前
年

（特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が

　　

一
月
か
ら
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
）
に
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
年
金
た
る
給
付
の
支
払
を

　

受
け
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
給
付
の
種
別

　

第
九
十
七
条
の
四
の
表
以
外
の
部
分
中

「及
び
」
を

「、
」
に
改
め
、
「第
五
号
」
の
下
に

「及
び
第
六
号
」
を
加

え
、
同
条
の
表
第
八
十
三
条
の
六
第
一
項
の
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

平成２８年５月２６日

　

木曜日

　

第
百
七
十
二
条
の
二
の
表
以
外
の
部
分
中

「か
ら
第
八
十
三
条
の
八
ま
で
」
を

「、
第
八
十
三
条
の
六

（第
一
項

第
六
号
を
除
く
。）、
第
八
十
三
条
の
七
及
び
第
八
十
三
条
の
八
」
に
改
め
る
。

　

（健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す

　

る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

　

健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を

有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
八
十
三
条
の
五
第
四
号
イ
中

「た
だ
し
、
当
該
額
の
計
算
上
所
得
税
法
第
三
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る

　

金
額
は
算
入
し
な
い
も
の
と
し
、」を

　

コ
（租
税
特
別
措
置
法

（昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
三
条
の

　

四
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
、
第

　

三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
又
は
第
三
十
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
合
計
所

　

得
金
額
か
ら
同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
一
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の

第
八
十
三
条
の
六
第
一
項

特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス

要
介
護
被
保
険
者

前
条

特
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

居
宅
要
支
援
被
保
険
者

第
九
十
七
条
の
三

三
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
三
十
一
条
第
一
項
に
規
定

す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
べ
き
金
額
及
び
同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
一
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、

第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
三
十
二
条

第
一
項
に
規
定
す
る
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
べ
き
金
額
の
合
計
額

（同
法
第
三
十
三
条
の
四
第
二
項
又

は
第
三
十
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
）
を
控
除
し
て
得
た
額

と
す
る
。）か
ら
所
得
税
法
第
三
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
を
控
除
し
て
得
た
額

　

ｃ

　

に
改
め
る
。

第
八
十
三
条
の
六
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

六

　

特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
日
の
属
す
る
年
の
前
年

（特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が

　　

一
月
か
ら
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
）
に
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
年
金
た
る
給
付
の
支
払
を

　

受
け
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
給
付
の
種
別

　

附

　

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



墜司町
老介発０５２６第１号

平成２８年５月 ２６日

各都道府県介護保険主管部（局）長

　

殿

厚生労働省老健局介護保険計画課長
（

　　

公

　　

印

　　

省

　　

略

　　

）

介護保険法施行規則の一部を改正する省令等の施行に伴う留意事項について

　

介護保険制度の円滑な運営につきましては、平素より格別の御高配を賜り、厚く御

礼申し上げます。

　

「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令等の
施行に伴う留意事項について （平成２７年３月３１日老介発０３３１第１号）」 については、
以下の通り一部改正したため、貴職においては、これを御了知の上、管内市町村等に

周知徹底をお願いします。

記

「別紙様式２－１」 は本通知の別紙のとおり改正する。



（別紙）

　　　　　

介護保険負担限度額認定申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月 ｈ日＝Ｈ

（申請先）

市（町村）長

次のとおり関係書類を添えて、 食費・居住費 （滞在費） に係る負担限度額認定を申請します。

フ

　

リ

　

ガ

　

ナ 被保険者番号
被保険者氏名 ◎ 個人番号－
生

　

年

　

月

　

日 明 ・大 ・ 昭

　　　　　

年

　　　　

月

　　　　　

日 性

　　

別 男

　　

・

　　

女

住

　　　　

所
連絡先

入所（院） した
介護保険施設の
所在地及び名称

　　

（※）
連絡先

入所（院）年月日

　　

（※） 昭．平

　　

年

　　

月

　　

日陰掌…多才署諭そ 鷹毎葛巻養鶏饗す。

配 偶 者

　

の

　

有 無 有

　　　　　

鉦

　　　

際！識 嚢 酵賢
場合は・以下の「配偶者に断る槻」に働、

＝１

フリ ガナ

氏

　　　

名

偶
者
に
関
す
る
事
項

生年月

　

日 明 ・大 ・ 昭 年

　　　

月

　　　

日 １個人番号ｌ

住

　　　

所
連絡先

本年１月１日
現在の住所
（現住所と
異なる場
合

　　　　

）

課税状況 市町村民税

　　　　　

課税

　　　　　　　

非課税

収入等に関
す

　

る

　

申

　

告

□ 生活保護受給者／市町村民税世帯非課税である老齢福祉年金受給者

□

市町村民税世帯非課税者であって、
課税年金収入額と合計所得金額と【遺族年金※・障害年金】収入額の合計額が
年額８０万円以下です。

　　　　　　

（受給している年金に０して下さい）

　

※

　

寡婦年金、かん夫年金、母子年金、準母子年金、遺児年金を含みます。以下同じ。

受給している全て
の年金の保険者に

　

０して下さい

日本年金機構
地方公務員共済
国家公務員共済

　

私学共済□
市町村民税世帯非課税者であって、
課税年金収入額と合計所得金額と【遺族年金・障害年金】収入額の合計額が
年額８０万円を紹えます。

　　　　　

（受給している年金に０して下さい）

預貯金等に
関する申告

□ 預
貯金、 有価証券等の金額の合計が１０００万円 （夫婦は２０００万円） 以下です。
※預貯金、 有価証券にかかる通帳等の写しは別添のとおり

預貯金額 円 有価証券（評価概算額）
円
その他
（現金・負債
を含む）

（

　　　　　　　　

）※

　　　

円
※内容を記入して下さい

に‘）い

申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，１連絡先 議ｉ宅・勤務先）

醇請者鎧誹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１茶ノぬもとの関係

申請者が被保険者本人の場合には、下記につい

注意事項
（１） この申請書における 「配偶者」 については、 世帯分離をしている配偶者又は内縁関係の者を含みます。
（２） 預貯金等については、 同じ種類の預貯金等を複数保有している場合は、そのす

べてを記入し、通帳等の写し

　

を添付してください。
（３） 書き切れない場合は、 余白に記入するか又は別紙に記入の上添付してください。
（４） 虚偽の申告により不正に特定入所者介護サービス費等の支給を受けた場合には、 介護保険法第２２条第１項

　

の規定に基づき、 支給された額及び最大２倍の加算金を返還していただくことがあります。




